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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期

第３四半期連結
累計期間

第47期
第３四半期連結
累計期間

第46期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日

自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

売上高（千円） 4,434,837 4,829,281 6,739,018

経常利益（千円） 212,893 232,644 347,146

四半期（当期）純利益（千円） 125,781 135,584 183,868

四半期包括利益又は包括利益（千円） 125,781 135,584 183,868

純資産額（千円） 2,649,342 2,798,132 2,707,430

総資産額（千円） 5,966,283 6,501,411 6,419,561

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 26.04 28.07 38.07

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
25.98 27.83 37.92

自己資本比率（％） 44.4 42.9 42.1

営業活動によるキャッシュ・フロー（千円） 184,962 △176,044 548,409

投資活動によるキャッシュ・フロー（千円） 3,191 △383,763 5,909

財務活動によるキャッシュ・フロー（千円） △330,366 354,010 △288,163

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

（千円）
676,200 878,771 1,084,568

　

回次
第46期

第３四半期連結
会計期間

第47期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日

自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 10.93 5.37

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

　

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。
　
(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日～平成24年12月31日）におけるわが国の経済状況は、公共投資・

住宅着工等では増加傾向の動きがあるものの、対外交易・生産活動・個人消費等多くの項目では横ばい又は減少傾

向の動きとなっており、全般的には悪化傾向で推移いたしました。

このような環境のなか、当社グループにおいて中核事業である自動車販売関連事業が属する自動車販売業界で

は、エコカー補助金（以下、補助金。）及びエコカー減税（以下、減税。）の効果もあり前年を大きく上回り好調に推

移いたしました。９月以降、補助金切れによる反動減や政治不安などにより前年を下回る状況となりましたが、当第

３四半期連結累計期間の国内新車販売台数は3,682,282台（登録車（普通自動車）・届出車（軽自動車）の合計。

前年同四半期比20.1％増）となりました。

また、車種別で見ますと、上記補助金及び減税の対象車が多いハイブリッド車（フィットハイブリット、プリウス

等）、コンパクトカー（フィット、ヴィッツ等）、ミニバン（ステップワゴン、セレナ等）、補助金及び減税に加え車

両維持コストが安い軽自動車（ＮＢＯＸ、ミラ等）が販売の上位を占めております。

セグメント毎の業績は、次のとおりであります。

新車販売につきましては、補助金の終了までは補助金及び減税の効果もあり販売が好調に推移したこと、軽自動

車「ＮＢＯＸ」シリーズ、「Ｎ－ＯＮＥ」の新車効果が続いていること等により、販売台数は1,544台（前年同四半

期比19.6％増）となりました。車検・12か月点検など整備業務を行うサービス売上、登録受取手数料等の手数料収

入も増加しました。その結果、売上高は39億51百万円（前年同四半期比12.4％増）となりました。

中古車販売につきましては、新車販売からの下取車の入庫が増加したこと、オークションからの外部仕入も行い、

販売車両の確保に注力した結果、販売台数は1,566台（前年同四半期比21.5％増。内訳：小売台数693台（前年同四

半期比8.5％増）、卸売台数873台（前年同四半期比34.3％増)）と増加しましたが、１台当たりの販売価格は低下し

ました。販売台数の増加に伴い登録受取手数料等の手数料収入は増加しましたが、整備業務を行うサービス売上は

減少し、売上高は８億14百万円（前年同四半期比4.3％減）となりました。

その他につきましては、生命保険・損害保険代理店業関連事業では保険契約件数は増加しているものの、取扱い

保険商品の入替え等により、保険取扱手数料が減少したことから売上高は64百万円（前年同四半期比7.0％減）と

なりました。

以上の結果、当社グループの売上高は48億29百万円（前年同四半期比8.9％増）となりました。

また、損益につきましては、営業利益は２億44百万円（前年同四半期比9.9％増）、経常利益は２億32百万円（前

年同四半期比9.3％増）、四半期純利益は１億35百万円（前年同四半期比7.8％増）となり、前年同四半期比でいず

れも増加となりました。これは、グループでの売上高が増加したことにより、販売費及び一般管理費等の経費の増加

をカバーすることができたことによるものであります。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計

年度末に比べ２億５百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末には８億78百万円となりました。

当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結累計期間において営業活動の結果使用した資金は１億76百万円（前年同四半期は１億84百万

円の獲得）となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益２億32百万円から主に減価償却費76百万円、賞与

引当金の減少額24百万円、売上債権の増加額１億15百万円、仕入債務の減少額２億79百万円、その他の資産の減少額

41百万円及び法人税等の支払額１億７百万円等を調整したものです。
　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結累計期間において投資活動の結果使用した資金は３億83百万円（前年同四半期は３百万円の

獲得）となりました。これは有形固定資産の取得による支出３億93百万円、貸付金の回収による収入８百万円、差入

保証金の差入による支出５百万円及び差入保証金の回収による収入６百万円によるものです。
　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結累計期間において財務活動の結果獲得した資金は３億54百万円（前年同四半期は３億30百万

円の使用）となりました。これは借入金による収入４億13百万円、社債の償還による支出15百万円、配当金の支払い

による支出48百万円及び新株予約権の発行による収入３百万円によるものです。
　
(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
　
(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,920,000

計 16,920,000

　
②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月14日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 4,830,000 4,830,000

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 4,830,000 4,830,000 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日
－ 4,830,000 － 210,300 － 199,711

　

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。
　

①【発行済株式】

　 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,827,000 4,827
単元株式数

1,000株

単元未満株式 普通株式 3,000 － －

発行済株式総数 　 4,830,000 － －

総株主の議決権 － 4,827 －

（注）「単元未満株式」の欄には、自己株式800株が含まれております。
　

②【自己株式等】

　 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平

成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、公認会計士山本英男氏並びに公認会計士小林祥郎氏による四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,084,568 878,771

受取手形及び売掛金 ※2
 2,251,582

※2
 2,307,897

商品及び製品 335,601 277,676

その他 236,672 180,244

流動資産合計 3,908,424 3,644,589

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 325,454 311,321

機械装置及び運搬具（純額） 138,170 142,781

土地 1,689,171 2,065,378

その他（純額） 7,993 5,851

有形固定資産合計 2,160,790 2,525,333

無形固定資産 9,899 8,124

投資その他の資産 ※1
 334,692

※1
 321,924

固定資産合計 2,505,381 2,855,382

繰延資産 5,755 1,438

資産合計 6,419,561 6,501,411

負債の部

流動負債

買掛金 577,323 297,767

短期借入金 2,390,442 2,515,045

1年内償還予定の社債 30,000 15,000

1年内返済予定の長期借入金 14,280 22,614

未払法人税等 46,249 20,280

賞与引当金 41,392 17,225

その他 342,086 247,060

流動負債合計 3,441,775 3,134,994

固定負債

長期借入金 32,170 313,126

その他 238,185 255,157

固定負債合計 270,355 568,283

負債合計 3,712,131 3,703,278

純資産の部

株主資本

資本金 210,300 210,300

資本剰余金 199,711 199,711

利益剰余金 2,294,916 2,382,208

自己株式 △325 △325

株主資本合計 2,704,602 2,791,894

新株予約権 2,828 6,238

純資産合計 2,707,430 2,798,132

負債純資産合計 6,419,561 6,501,411
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 4,434,837 4,829,281

売上原価 3,323,488 3,639,628

売上総利益 1,111,349 1,189,652

販売費及び一般管理費 889,169 945,530

営業利益 222,180 244,121

営業外収益

受取利息 1,657 1,533

受取手数料 9,174 4,082

その他 2,397 3,353

営業外収益合計 13,228 8,969

営業外費用

支払利息 15,146 15,157

開業費償却 4,316 4,316

その他 3,052 973

営業外費用合計 22,515 20,447

経常利益 212,893 232,644

特別利益

保険解約返戻金 9,743 －

特別利益合計 9,743 －

特別損失

固定資産処分損 12 41

特別損失合計 12 41

税金等調整前四半期純利益 222,624 232,603

法人税等 96,843 97,018

少数株主損益調整前四半期純利益 125,781 135,584

四半期純利益 125,781 135,584
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 125,781 135,584

四半期包括利益 125,781 135,584

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 125,781 135,584

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 222,624 232,603

減価償却費 69,483 76,800

賞与引当金の増減額（△は減少） △25,187 △24,166

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,147 －

受取利息及び受取配当金 △1,657 △1,533

支払利息 15,146 15,157

固定資産処分損益（△は益） 12 41

売上債権の増減額（△は増加） 252,754 △115,451

たな卸資産の増減額（△は増加） △199,008 9,540

仕入債務の増減額（△は減少） 71,882 △279,555

開業費償却額 4,316 4,316

差入保証金償却額 4,799 4,799

その他の資産の増減額（△は増加） 78,978 41,078

その他の負債の増減額（△は減少） △37,369 △17,449

小計 458,925 △53,820

利息及び配当金の受取額 37 27

利息の支払額 △15,346 △14,921

法人税等の支払額 △104,820 △107,331

役員退職慰労金の支払額 △153,833 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 184,962 △176,044

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6,940 △393,085

貸付金の回収による収入 8,046 8,046

差入保証金の差入による支出 △148 △5,500

差入保証金の回収による収入 2,234 6,776

投資活動によるキャッシュ・フロー 3,191 △383,763

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △259,192 124,602

長期借入れによる収入 － 300,000

長期借入金の返済による支出 △10,710 △10,710

社債の償還による支出 △15,000 △15,000

配当金の支払額 △48,292 △48,292

新株予約権の発行による収入 2,828 3,410

財務活動によるキャッシュ・フロー △330,366 354,010

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △142,212 △205,797

現金及び現金同等物の期首残高 818,413 1,084,568

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 676,200

※
 878,771
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【会計上の見積りの変更】

（減価償却方法の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益はそれぞれ3,072千円増加しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

投資その他の資産 4,902千円 4,902千円

　

※２　割賦販売によって顧客に販売した自動車にかかる割賦債権については、株式会社オリエントコーポレーショ

ンに集金業務を委託するとともに、同社による支払保証を受けております。なお、当該割賦債権の代金回収予

定額の約束手形を同社から受領しております。当該受取手形金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

受取手形及び売掛金 2,103,442千円 2,228,045千円

　

また、株式会社オリエントコーポレーションが顧客に対して有する求償権に対し、顧客のために、当社は支払

いを再保証しています。当該再保証額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

求償権に対する再保証額 346,987千円 282,064千円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

現金及び預金勘定 676,200千円 878,771千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 676,200 878,771

　

EDINET提出書類

株式会社東葛ホールディングス(E03401)

四半期報告書

12/17



（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月27日

定時株主総会
普通株式 48,292 10平成23年３月31日平成23年６月28日利益剰余金

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日

定時株主総会
普通株式 48,292 10平成24年３月31日平成24年６月28日利益剰余金

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　
報告セグメント その他

（注）
合計

新車販売 中古車販売 計

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 3,515,152850,7184,365,87068,9664,434,837
セグメント間の内部売上高
又は振替高

174,833 2 174,836 － 174,836

計 3,689,986850,7214,540,70768,9664,609,674

セグメント利益 242,200 73,593 315,794 12,690 328,484

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、生命保険・損害保険代理店業関連

事業を含んでおります。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

　 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 315,794

「その他」の区分の利益 12,690

全社費用（注） △106,304

四半期連結損益計算書の営業利益 222,180

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　
報告セグメント その他

（注）
合計

新車販売 中古車販売 計

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 3,951,123814,0024,765,12664,1544,829,281
セグメント間の内部売上高
又は振替高

171,438 － 171,438 － 171,438

計 4,122,562814,0024,936,56564,1545,000,719

セグメント利益または損失（△） 259,116 96,689 355,805 △5,628 350,177

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、生命保険・損害保険代理店業関連

事業を含んでおります。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

　 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 355,805

「その他」の区分の損失 △5,628

全社費用（注） △106,055

四半期連結損益計算書の営業利益 244,121

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 26円4銭 28円7銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（千円） 125,781 135,584

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 125,781 135,584

普通株式の期中平均株式数（株） 4,829,200 4,829,200

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 25円98銭 27円83銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 11,983 41,138

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

──────

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書 　

平成25年２月10日

株式会社東葛ホールディングス

取締役会　御中

　 山本公認会計士事務所 　

　 公認会計士 山本　英男　　印

　 小林祥郎公認会計士事務所 　

　 公認会計士 小林　祥郎　　印

私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東葛ホール

ディングスの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月１

日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

私たちの責任は、私たちが実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表

明することにある。私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

私たちは、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東葛ホールディングス及び連結子会社の平成24年12月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

株式会社東葛ホールディングス(E03401)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	会計上の見積りの変更
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

